
議案第１６２号

　　　令和５年度川崎市工業用水道事業会計の利益処分及び決算認定につ

　　　いて

　　　

　　　　　　　　　　　　　令和６年 ９ 月 ２ 日提出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

　令和５年度川崎市工業用水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方

公営企業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、令和５年度

川崎市工業用水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、

別紙監査委員の意見を付して認定を求める。



（１） 収益的収入及び支出

  収   入

第１款

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

  ※１  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  支   出

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円

第１款 0

第１項 営 業 費 用 0

第２項 営 業 外 費 用 0

第３項 特 別 損 失 0

第４項 予 備 費 0

  ※１  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※２  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 円

0

円

207,000

10,000,000

流用増減額

円円

7,668,431,000

7,569,473,000

07,894,551,000

0 0

0

65,701,000

円

0

0

0

0

465,801,900

区         分 

区         分 

88,751,000

当初予算額

687,533,210

977,030

                             予                   算                   額

△65,701,000

予備費支出額

円

工業用水道事業費用

円

7,705,305,000

189,226,000

20,000

工業用水道事業収益

令 和 ５ 年 度 川 崎 市 工 業

補正予算額

                             予                   算                   額

当初予算額

地方公営企業法第24条

0

円

0

0

0

0

補正予算額

0

0

0 0

第3項の規定による支

出額に係る財源充当額

0

73,484,803

0

0
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△

△

△

円 円

7,668,431,000 7,668,431,000

7,503,772,000 7,503,772,000 ※１、２

154,452,000 154,452,000

207,000 207,000

10,000,000 10,000,000

円

予算額に比べ

備     考

※１

※２

決  算  額
合     計

地方公営

130,692,889

不  用  額

に よ る

繰 越 額

決算額の増減

                             予                   算                   額

円

小   計

地方公営

企業法第

26条第2

項の規定

に よ る

繰 越 額

用 水 道 事 業 決 算 報 告 書

7,563,191,310

                             予                   算                   額

決  算  額

7,705,305,000

0

0

6,925,425,472

7,079,874,916

189,226,000

円

合     計

円 円

7,894,551,000

0

円

0

0

0

7,763,858,111

企業法第

26条第2

151,161,264

49,505,537

円

20,000

142,113,690

項の規定

38,064,736

49,485,537

207,000

10,000,000

0

0

0

588,556,0840

578,346,528

2,556

0

備
 
 
考

154,449,444

0
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（２） 資本的収入及び支出

  収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円 円 円

  

603,979,727

0

企 業 債

0

979,727162,147,000

010,000

987,000,000

区       分

10,000

当初予算額

                                予                  算                  額

1,149,157,000

162,147,000

補正予算額 小      計

0

0第１款

  第２項

資 本 的 収 入

  第１項 987,000,000

円

補 助 金

工業用水道事業

固 定 資 産
  第３項

売 却 代 金

1,149,157,000

603,000,000
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繰 越 額 に 係 る

円 円 円

（1）翌年度へ繰下発行

　する額

（2）不用額
580,551

193,000,000円

10,000

△

△

△

10,000

  する額

※企業債収入減額内訳828,000,0001,590,000,0000 762,000,000

163,126,727 162,546,176

00

0

決  算  額 備    考

予算額に比べ

合    計
決算額の増減

828,590,551

円

継 続 費 逓 次

1,753,136,727 924,546,176 △0

635,000,000円

財 源 充 当 額

                                予                  算                  額
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  支   出

円 円 円 円 円 円

  

  第１項 2,467,698,000 0 0 0 2,467,698,000 819,154,768

 

　※１   うち仮払消費税及び地方消費税 146,739,588 円

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 1,384,821,940円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

0

0 0

で補填した。

0予 備 費

  第２項
償 還 金

0 619,717,000
企 業 債

  第３項 5,000,000

0

地方公営企業法

第26条の規定に
区       分

0
資 本 的 支 出

第１款

補正予算額当初予算額

流
用
増
減
額

                                 予                    算                    額

小   計

予 備 費

支 出 額

よ る 繰 越 額

建 設 改 良 費

0

0

0

0

工 業 用 水 道 事 業
3,092,415,000

5,000,000

619,717,000

3,092,415,000 819,154,768
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円 円 円 円 円 円 円

0 3,286,852,768 1,689,651,756 774,298,687 0 774,298,687 822,902,325 ※１

収支調整額 147,535,179円、減債積立金 619,716,360円及び過年度分損益勘定留保資金 617,570,401円

0

05,000,000 0

0

0

0 619,717,000 619,716,360

0 3,911,569,768

継続費

逓  次

翌 年 度 繰 越 額

よ る 繰 越 額

決  算  額
合     計

備 考
合     計

                                 予                    算                    額

継続費

逓  次

繰越額

地方公営企業法

第26条の規定に

繰越額

不  用  額

0

0 0

2,309,368,116 774,298,687

5,000,000

827,902,965774,298,687

0 640
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（単位  円）

１

（１） 6,856,097,454

（２） 7,339,943

（３） 12,220,703 6,875,658,100

２

（１） 3,386,509,951

（２） 1,081,061,640

（３） 331,299,646

（４） 70,517,801

（５） 7,193,144

（６） 247,861,557

（７） 1,080,121,698

（８） 255,058,135 6,459,623,572

416,034,528

３

（１） 216,100

（２） 15,127,682

（３） 107,647,739

（４） 27,192,812 150,184,333雑 収 益

令和５年度川崎市工業用水道事業損益計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

受 託 工 事 収 益

資 産 減 耗 費

給 水 費

浄 水 費

営 業 収 益

配 水 費

減 価 償 却 費

給 水 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

他 会 計 補 助 金

総 係 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

原 水 費

受 託 工 事 費
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４

（２） 214,936 79,233,206 70,951,127

486,985,655

５

（１） 49,505,537 49,505,537 49,505,537

536,491,192

619,716,360

1,156,207,552当年度未処分利益剰余金

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

当 年 度 純 利 益

支 払 利 息 及 び

雑 支 出

営 業 外 費 用

（１）
企 業 債 取 扱 諸 費

そ の 他 特 別 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

79,018,270
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令和５年度川崎市工業

（令和５年４月１日から

受贈財産
評価額

国県補助金
資本剰余金

合計

20,138,272,043 25 40,714,290 40,714,315

639,748,270 0 0 0

639,748,270 0 0 0

資本金への組入れ 639,748,270 0 0 0

減債積立金の積立て 0 0 0 0

20,778,020,313 25 40,714,290 40,714,315

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

20,778,020,313 25 40,714,290 40,714,315

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

前年度処分額

議会の議決による処分額

処分後残高

当年度変動額

減債積立金の取崩し

受贈財産の受入れ

資本金

資本剰余金

前年度末残高

当年度末残高

当年度純利益
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用水道事業剰余金計算書

令和６年３月３１日まで）

（単位　円）

剰余金

減債積立金
未処分利益

剰余金
利益剰余金

合計

929,273,634 1,222,742,748 2,152,016,382 22,331,002,740

582,994,478 △ 1,222,742,748 △ 639,748,270 0

582,994,478 △ 1,222,742,748 △ 639,748,270 0

0 △ 639,748,270 △ 639,748,270 0

582,994,478 △ 582,994,478 0 0

1,512,268,112 0 1,512,268,112 22,331,002,740

△ 619,716,360 1,156,207,552 536,491,192 536,491,192

0 0 0 0

△ 619,716,360 619,716,360 0 0

0 536,491,192 536,491,192 536,491,192

892,551,752 1,156,207,552 2,048,759,304 22,867,493,932

資本合計

利益剰余金

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）

（繰越利益剰余金）
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（単位　円）

0

40,714,31521,397,736,673

619,716,360

令和５年度川崎市工業用水道事業剰余金処分計算書

1,156,207,552

△ 1,156,207,552

20,778,020,313

619,716,360

資本剰余金資本金 未処分利益剰余金

当年度末残高 40,714,315

議会の議決による処分額

資本金への組入れ △ 619,716,3600

処分後残高

減債積立金の積立て 0 0 △ 536,491,192

0
（繰越利益剰余金）
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（単位  円）

１

（１）

ア 571,711,857

イ 3,371,205,940

△1,542,204,912 1,829,001,028

ウ 32,862,401,494

△20,901,989,302 11,960,412,192

エ 12,124,928,017

△7,968,793,772 4,156,134,245

オ 1,138,773

△939,274 199,499

カ 116,366,821

△76,328,636 40,038,185

キ 99,612,671

△42,587,843 57,024,828

ク 501,692,898

19,116,214,732

（２）

ア 2

イ 1,427,266,313

ウ 296,559

エ 96,485,373

オ 5,499,697

カ 42,588,411

1,572,136,355

20,688,351,087固 定 資 産 合 計

地 上 権

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

施 設 利 用 権

無形固定資産仮勘定

令和５年度川崎市工業用水道事業貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額
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２

（１） 10,310,204,625

（２） 1,374,999,341

（３） 2,678,752

（４） 340,309,829

12,028,192,547

32,716,543,634

３

（１）

5,936,478,778

5,936,478,778

（２） 47,814,310

（３）

ア 574,327,740

574,327,740

6,558,620,828

４

（１）

587,517,098

587,517,098

（２） 20,950,541

（３） 1,416,007,216

（４） 3,326,120

（５） 4,847,284

（６） 14,463,896

（７）

ア 53,498,813

53,498,813

2,100,610,968流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

未 払 費 用

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

前 受 金

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負  債  の  部

固 定 負 債

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金
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５

（１）

ア 138,062,237

△109,700,775 28,361,462

イ 1,006,384,701

△714,140,776 292,243,925

ウ 2,441,316,492

△1,830,675,710 610,640,782

エ 3,526,329,896

△3,267,758,159 258,571,737

1,189,817,906

1,189,817,906

9,849,049,702

６ 20,778,020,313

７

（１）

ア 25

イ 40,714,290

40,714,315

（２）

892,551,752

2,048,759,304

  2,089,473,619

22,867,493,932

32,716,543,634

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

イ
当 年 度 未 処 分

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

国 県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

1,156,207,552

ア 減 債 積 立 金

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

国 県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

一 般 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部
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注記 

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ア 貯蔵品 

  先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

（イ）主な耐用年数 

     建物       ６～５０年 

     構築物      ８～８０年 

     機械及び装置   ４～６０年 

     車両運搬具    ２～１２年 

     工具器具及び備品 ２～２０年 

   イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

   （ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

   ウ リース資産 

   （ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してい

る。 

   （イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。     

（３）引当金の計上方法 

  ア 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相

当する金額を計上している。 

  イ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支

払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負
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担に属する額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

 ア 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

なお、控除対象外消費税額については、当年度の費用として処理している。 

 

 ２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

（１）重要な非資金取引 

ア ファイナンス・リース取引による資産の取得 

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額

は、それぞれ次のとおりである。 

リース資産   ３，４３８，９０５円 

リース債務     ３，７８２，７９５円 

イ 土地交換による資産の取得 

当年度、新たに計上した土地交換による資産の取得額は次のとおりである。 

土地           ３３７，５５１円 

 

 

３ 貸借対照表に関する注記 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額

は５９７，７１１，３６７円である。 

 （２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

   リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 

 

４ セグメント情報に関する注記 

川崎市工業用水道事業会計は、工業用水道事業のみを運営しており、事業全体を

もって単一セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。 

  

５ その他の注記 

（１）長期継続契約に係るリース債務 
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  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債

務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のと

おりである。 

  短期リース債務  ２０，９５０，５４１円 

  長期リース債務  ４７，８１４，３１０円 

（２）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

  当年度において、職員の退職手当として２０，９７６，７２０円を支給するた

め、退職給付引当金２０，９７６，７２０円を取り崩している。 

（３）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

  当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る法定

福利費として１５６，６２６，３０８円を支給（支払）するため、賞与引当金 

５２，０３７，６２７円を取り崩している。 

 


